
□ 常勤職員数は270,874⼈。前年から1,813⼈増加（前年⽐＋0.7％）。うち、⼥性職員は66,574⼈。
□ ⾮常勤職員数は154,251⼈。前年から3,152⼈減少（前年⽐ｰ2.0％）。うち、⼥性職員は73,737⼈。
□ 再任⽤職員数は16,445⼈。前年から1,921⼈減少（前年⽐ｰ10.5％）。

⼀般職国家公務員在職状況統計表（令和６年７⽉１⽇現在）概要
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前年⽐(%)前年差(⼈)職員数(⼈)
割合(％)うち⼥性(⼈)

＋0.7＋1,81324.666,574270,874 常勤職員

＋1.0＋28 ｰｰ2,779 検察官

ｰ10.5ｰ1,921 ｰｰ16,445 再任⽤職員

＋9.2＋536ｰｰ6,340 休職・派遣・休業職員

ｰ2.0ｰ3,152 47.873,737154,251 ⾮常勤職員

各職員数集計結果
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□ 今年の特徴︓前年から1,813⼈増加。定年引上げ等に伴う増加。
□ 近年の傾向︓⼥性職員及び20代以下の職員の、⼈数及び全体の職員数に対する割合が、増加・上昇。

（令和２年⽐︓⼥性職員数及び20代以下職員数 約1.2倍）。

前年⽐
（％）

前年差
（⼈）

職員数
（⼈）府省等前年⽐

（％）
前年差
（⼈）

職員数
（⼈）府省等

0.0 -６16,123 財務省1.4 16 1,130 会計検査院
ｰ1.9 ｰ1,017 53,615 国税庁1.2 7 585 ⼈事院
2.6 45 1,753 ⽂部科学省2.8 33 1,202 内閣官房
0.0 0 107 スポーツ庁4.1 3 76 内閣法制局

ｰ3.8 -11 282 ⽂化庁1.9 45 2,438 内閣府
1.6 512 32,514 厚⽣労働省ｰ0.9 ｰ9 956 宮内庁

-3.2 -3 90 中央労働委員会7.4 59 852 公正取引委員会
0.2 21 13,009 農林⽔産省1.3 104 8,314 警察庁
0.7 28 4,272 林野庁12.0 22 205 個⼈情報保護委員会
3.8 35 959 ⽔産庁ｰ4.9 ｰ7 136 カジノ管理委員会
1.8 77 4,442 経済産業省2.3 34 1,540 ⾦融庁

ｰ2.8 ｰ12 412 資源エネルギー庁12.9 49 429 消費者庁
0.6 17 2,673 特許庁6.025 440 こども家庭庁
4.3 8 192 中⼩企業庁7.4 34 492 デジタル庁
1.2 440 38,268 国⼟交通省ｰ3.0 ｰ6 196 復興庁
2.3 5 218 観光庁1.3 56 4,323 総務省
2.3 101 4,457 気象庁0.0 0 33 公害等調整委員会

ｰ0.6 ｰ1 165 運輸安全委員会ｰ0.6 ｰ1 165 消防庁
1.8 245 13,720 海上保安庁1.3 529 42,696 法務省
1.5 30 2,053 環境省2.9 176 6,214 出⼊国在留管理庁
1.6 16 987 原⼦⼒規制委員会0.0 0 4 公安審査委員会
0.0 0 22 防衛省3.2 53 1,690 公安調査庁

ｰ00防衛装備庁1.0 61 6,425 外務省

１．常勤職員数 [第１表〜第６表]

R6R5R4R3R2

270,874269,061269,093269,101268,179合計(⼈)

66,57464,06961,93659,52256,623うち⼥性(⼈)

24.６23.823.0 22.1 21.1 ⼥性職員の
割合（％）

表２ ⼥性の常勤職員数の推移（令和２年〜令和６年）

R6R5R4R3R2
270,874269,061269,093 269,101268,179合計
58,72457,06654,789 52,28548,30520代以下
53,42253,11552,829 52,75552,79330代
61,96865,39969,020 73,68576,42140代
96,76093,48192,455 90,37690,66050代以上

表１ 府省等別常勤職員数（令和６年）

表３ 年代別の常勤職員数の推移（令和２年〜令和６年）(⼈)



※本統計表における調査対象の区分については、以下のとおりとした。

【旧区分】勤務時間別再任⽤職員数

【現⾏区分】制度別再任⽤職員数

○定年前再任⽤短時間勤務
国家公務員法第60条の２第１項の規定により採⽤された職員

○暫定再任⽤
国家公務員法等の⼀部を改正する法律（令和３年法律第61号）附則第４条第１項⼜は第２
項の規定により採⽤された職員

○暫定再任⽤短時間勤務
国家公務員法等の⼀部を改正する法律（令和３年法律第61号）附則第５条第１項⼜は第２
項の規定により採⽤された職員

□ 近年の傾向︓⼤きな変化なし。
9割以上が検察庁に在籍。

□ 今年の特徴︓前年から1,921⼈減少（前年⽐-10.5％）。
定年引上げ等による減少。

□ 近年の傾向︓前年まで増加傾向にあったが、対前年⽐
較で減少。

※定年引上げに伴う再任⽤制度の変更により、令和５年から調査対象の区分を変更。

２．検察官数 [第７表] 
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３．再任⽤職員数 [第８表・第９表]

R６R５R４R３R２

1010101010検事総⻑等

1,9691,9561,9441,9521,942検事

800785800777779副検事

2,7792,7512,7542,7392,731合計

表４ 区分別検察官数の推移
（令和２年〜令和６年） 表５ 再任⽤職員数の推移

（令和２年〜令和６年）
R６R５R４R３R２

ｰｰ6,9586,3345,872常時勤務旧
区
分 ｰｰ10,1479,8949,240短時間勤務

9212ｰｰｰ定年前再任⽤
短時間勤務現

⾏
区
分

6,3937,799ｰｰｰ暫定再任⽤

9,13110,565ｰｰｰ暫定再任⽤
短時間勤務

16,44518,36617,10516,22815,112合計

(⼈)
(⼈)



休職職員数
□ 今年の特徴︓時系列でみると概ね増加傾向にあり、対前年⽐較で172⼈増加（前年⽐＋8.1％）。
派遣職員数
□ 今年の特徴︓時系列でみるとほぼ横ばいで推移する傾向にあるが、対前年⽐較で63⼈増加（前年⽐

＋12.2％ ）。
休業職員数
□ 今年の特徴︓時系列でみると増加傾向にあり、対前年⽐較で育児休業職員数は284⼈増加（前年⽐

＋9.5％）、全体は301⼈増加（前年⽐＋9.5％）。

４．休職・派遣・休業職員数 [第10表・第11表]
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表６ 休職・派遣・休業職員数の推移
（令和２年〜令和６年）

R６R５R４R３R２

2,2962,1241,9191,9311,849休職

578515497581528派遣

3,4663,1653,0592,9322,888休業

6,3405,8045,4755,4445,265合計

表７ 事由別休業職員数の推移
（令和２年〜令和６年）

R６R５R４R３R２

3,2632,9792,9092,8052,762育児休業

6045281833⾃⼰啓発等休業

14314112210993配偶者同⾏休業

3,4663,1653,0592,9322,888合計

(⼈)

(⼈)



R６
R５R４R３R２

前年⽐
(％) 

-2.1 32,170 32,86132,659 32,794 32,205 事務補助職員

ｰ2.7 1,243 1,2781,304 1,311 1,247 技術補助職員

4.6 1,634 1,5621,596 1,580 1,567 技 能 職 員

0.7 539 535553 535 546 労 務 職 員

ｰ2.4 4,314 4,4214,496 4,548 4,454 医 療 職 員

2.4 431 421421 423 442 教 育 職 員

8.7 4,978 4,5784,297 4,419 4,132 専 ⾨ 職 員

ｰ8.9 5,771 6,3336,751 6,796 6,626 統計調査職員

0.7 22,442 22,28322,571 22,322 21,629 委員顧問参与
等 職 員

ｰ2.9 80,729 83,13183,967 84,548 83,157 その他の職員

ｰ2.0 154,251 157,403158,615 159,276 156,005 計

5．⾮常勤職員数① [第12表〜第18表]
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□ ⾮常勤職員は、154,251⼈。うち、期間業務職員は36,325⼈。
□ 職名別で⾒ると、最も⼈数が多いのは事務補助職員32,170⼈（20.9％）。次に多いのが委員顧問参与

等職員（審議会の委員等）で22,442⼈（14.5％）。

＜内訳＞
①事務補助職員 32,170⼈
（20.9％）
②委員顧問参与等職員

22,442⼈（14.5％）
③統計調査職員 5,771⼈
（3.7％）
④専⾨職員 4,978⼈
（3.2％）
⑤医療職員 4,314⼈
（2.8％）
⑥技能職員 1,634⼈
（1.1％）
⑦技術補助職員 1,243⼈

(0.8％)
⑧労務職員 539⼈ (0.3％)
⑨教育職員 431⼈(0.3％)
⑩その他の職員 80,729⼈

(52.3%)

図４ 職名別⾮常勤職員数 表８ 職名別⾮常勤職員数の推移
（令和２年〜令和６年）

⾮常勤職員の種類と⼈数

(⼈)



□ 今年の特徴︓前年から3,152⼈減少（前年⽐ｰ2.0％）。職員数の多い府省等は、法務省（57,833⼈）、
厚⽣労働省（44,586⼈）、国⼟交通省（11,723⼈）。

5．⾮常勤職員数② [第12表〜第18表]
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R６R５R４R３R２
154,251 157,403158,615159,276156,005合計（⼈）
73,737 75,41375,54476,09773,655うち⼥性の⼈数（⼈）

47.8 47.947.647.847.2うち⼥性の割合（％）

R６R５R４R３R２
270,874 269,061269,093269,101268,179①常勤職員（⼈）
154,251 157,403158,615159,276156,005②⾮常勤職員（⼈）
425,125 426,464427,708428,377424,184合計（①＋②）（⼈）

36.3 36.937.137.236.8合計に占める⾮常勤職員の
割合（％）

表10 常勤・⾮常勤職員数の推移（令和２年〜令和６年）
前年⽐
（％）

前年差
（⼈）

職員数
（⼈）府省等前年⽐

（％）
前年差
（⼈）

職員数
（⼈）府省等

1.0 19 2,011 財務省23.5 12 63会計検査院
ｰ0.5 ｰ46 9,612 国税庁1.0 7 731 ⼈事院
4.3 114 2,759 ⽂部科学省ｰ10.4 ｰ76 653 内閣官房
0.0 0 77 スポーツ庁33.3 1 4 内閣法制局
3.5 25 745 ⽂化庁ｰ0.1 ｰ3 2,055 内閣府

ｰ5.3 ｰ2,497 44,586厚⽣労働省3.2 9 288 宮内庁
10.0 1 11 中央労働委員会37.2 42 155 公正取引委員会
ｰ7.0 ｰ617 8,216 農林⽔産省ｰ4.1 ｰ34 799 警察庁
ｰ0.8 ｰ13 1,712 林野庁ｰ13.5 ｰ5 32 個⼈情報保護委員会
ｰ1.9 ｰ2 103 ⽔産庁ｰ3.6 ｰ1 27 カジノ管理委員会
7.3 153 2,254 経済産業省11.1 45 449 ⾦融庁
8.7 21 262 資源エネルギー庁10.2 21 227 消費者庁

ｰ1.1 ｰ11 991 特許庁9.434 395 こども家庭庁
4.5 9 208 中⼩企業庁21.7 100 560 デジタル庁

ｰ0.5 ｰ63 11,723国⼟交通省ｰ11.0 ｰ25 203 復興庁
ｰ1.5 ｰ1 65 観光庁3.5 36 1,076 総務省
5.0 7 147 気象庁3.1 1 33 公害等調整委員会

40.0 2 7 運輸安全委員会12.1 7 65 消防庁
27.3 6 28 海上保安庁ｰ0.7 ｰ385 57,833法務省
ｰ4.1 ｰ70 1,624 環境省0.6 3 547 出⼊国在留管理庁
1.8 5 283 原⼦⼒規制委員会0.00 3 公安審査委員会

ｰ1.1 ｰ1 87 防衛省ｰ100.0ｰ1 0 公安調査庁
0.0 0 7 防衛装備庁3.7 19 535 外務省

表９ 府省等別⾮常勤職員数（令和６年）

表11 ⼥性の⾮常勤職員数の推移（令和２年〜令和６年）


